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 別添 

○ 平成30年度における基礎的電気通信役務の提供

に係る経営効率化等の報告について（写） 
（東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社） 

 



 

報 告 概 要 

 

１ 経緯 

 

■ ユニバーサルサービス制度に係る交付金・負担金の額等についての初年度（平成 18

年度）認可の際に、情報通信審議会（当時）から、総務省及びＮＴＴ東日本・西日本

に対して、設備利用部門の費用の経営効率化率等を報告するよう要望があったもの。 

 

２ 報告の概要 

 

■ 平成 30年度の計画について、平成 30年３月１日にＮＴＴ東西から報告（別添）

があったもの。 

(億円) 

Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本 Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

見込 

平成30年度 

計画   

平成28年度 

実績 

平成29年度 

見込 

平成30年度 

計画   

基礎的電気通信

役務に係る設備

利用部門の費用 

813  756   704  672  625  581  

効 率 化 率 - ▲7％  ▲7％ - ▲7％  ▲7％ 

 

（参考）効率化のための具体的方策 

 Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本 Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 

人員数の削減 

■ 2.7万人 （H29年度末推計値） 

 → 2.7万人（H30計画） 

※ＮＴＴ東日本及びアウトソーシング会社等の合計 

■ 2.6万人 （H29年度末推計値）  

→ 2.5万人（H30計画） 

※ＮＴＴ西日本及びアウトソーシング会社等の合計 

業務の集約・ 

アウトソーシン

グによる効率化 

■ １１６業務 

拠点の集約に加え、受付体制のエリアフリー

化による効率化を推進 

  ※ 拠点数：43（H18年度末）  

→11（H30年度末） 

■料金業務 

拠点の集約による効率化 

料金業務  拠点数：34（H29年度末） 

→ 32（H30年度末） 

 

資産のスリム化 

■ 集約による空きスペースの貸付を推進   

■ 社宅等の集約、廃止及び売却による保有コ

ストの削減 

■ 集約による空きスペースの貸付を推進   

■ 社宅等の集約、廃止及び売却による保有コ

ストの削減 

その他 
■ 料金請求に係る費用の抑制 

■ Web受付の推進による効率化  

■ 料金請求に係る費用の抑制 

■ Web受付の推進による効率化  
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